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企業の社会成果に関する諸理論の検討
一グローバル企業の社会貢献への予備的考察
土　升　一　生
1．間題の所在
　近年，激変する経営環境に鑑み，企業経営をグローバル化する必要性ととも
に，企業の社会貢献に関する論議が沸騰している。企業は，単なる経済主体と
いう存在を超えて，社会的存在であることを認識し，社会へ向けて貢献をする
よう要請されている。また，大幅な貿易黒字を抱えた自未経済に対する諸外国
からの批判も相侯って，日本企業の国際社会，ホスト国社会への貢献の要を説
く論議もまた，ますます拡がりをみせている。
　しかしながら，企業の社会貢献の重要性が強調されることとは裏腹に，それ
についての研究は，決して十分であるとはいいがたい。その理由としては，企
業の杜会貢献についての尺度，そして，それを測定する方法がいまだ開発され
ていない点が挙げられる。例えば，寄付の額を調査するといった「定量的」な
アプローチは比較的容易であるが，社会貢献の「定性的」な側面については
一」例えば，本業に徹することは社会貢献といえないのか，など一一般的な
基準を設けるのが極めて困難である。
　筆者は，前稿において，経営をグローバル化するにはPA（Public　A胞irs）
活動が不可欠である点を指摘した［土井，1991，肌169－183］。そこでも触れ
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たことではあるが，今日，企業のPA活動の焦点は，もっぱら地域杜会対応と
いう側面にある。しかし，企業の利害関係者は実に幅広く，地域社会に限らな
い。したがって，企業がその利害関係者に分配すべき社会成果を拡大するため
にも重要視されるP　Aとは，変転する社会環境において発生するさまざまな問
題を事前に察知し，それらにいかに対応していくかという企業の社会対応能力
（Socia1Resp㎝siveness）である，といいかえることができる。すなわち，企業
は，自己の杜会対応能力をいかに高めていくかが，焦眉の研究課題となる。
　以上の問題意識から筆者は，企業と社会との関わりに関する研究の再検討が
不可欠であると説くものである。なぜなら，それらの研究の中には，企業が社
会に対してもつべき責任の範囲，種類等についての考察が含まれるからである。
また逆に社会からみれば，企業に対してどのような活動を要求としてもってい
るか，といった点も明らかにすべきであろう。
　また他方において，企業の社会成果は，企業活動の正当性をどこに求めるか
という問題に置き換えて考えることが可能である。Sethiの指摘正Sethi，ユ975，
p・59］を待つまでもなく，企業活動の正当性に関する評価は，文化に深く関
わってい私したがって，グローバル経営の実現には，各ホスト国の文化に規
定された企業活動に関する正当性の所在を明らかにする作業が必要となろう。
　以上の諸課題が明らかになれば，企業の社会成果を評価するための尺度の開
発に寄与できるであろう。さらには，企業の社会対応能力を高めることが可能
となる，と筆者は考える。
　ところで，「企業と社会」という研究分野では，これまで多くの研究者が，
両者の関わりについてさまざまな研究成果を発表している。それらの中には，
企業カ碓会に対してどのような成果をもたらしているのかを研究する領域があ
る。それは，企業の社会成果論（CorporateSocialPerfommce：CSP）と呼ば
れている。そこでは，次の諸点の考察を内容としている。
　①企業の社会成果の内容：企業のどのような活動が，当該企業の社会成果
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　　とみなされるのか。
②企業の社会成果を判定する基準・尺度の開発：企業の社会成果を判定す
　　る一般的な尺度は存在するのか。
　③企業の社会成果の測定方法の開発：企業の社会成果は，一般的な測定方
　　法によって計測可能なのか。
　本稿の目的は，CSPに関する諸説を検討するところにある。また検討に際
しては，主としてSethi（1975），Carroll（1979）そしてWartick　and　Cochran
（1985）の所説に依拠する。具体的には，（1〕社会的責任論（Corporate　Social
Resp㎝sibility），（2）社会的感応性論（Corporate　Social　Responsiveness），（3）イ
シュー・マネジメント論（Issue　Management：IM）の3つの説を検討する。こ
れらの3つの説は，分析対象に違いこそあれ，すべてが，企業と社会に関する
これまでの研究成果を網羅している。また（1），／2），（3）と時系列的に生成し，そ
れぞれの欠点を克服するべく進化してきたものと捉えることができる。
　まず社会的責任論は，従来の概念と新しい概念に大別される。従来の概念で
は，企業の社会的責任を，経済性の追求と法的遵守という尺度から考察した。
また新しい概念では，従来の概念で展開した2つの尺度を超えて，さらに広範
囲に及ぶ責任の必要性を論じる。すなわち，株主のみならず顧客，従業員，地
域社会，供給先などの利害関係者に対しても責任をもつべきであると考えてい
る。
　次に社会的感応性論は，社会的責任論が分析の主体を社会に置いていたのに
対し，企業を主体に置いた議論である。そこでは，社会問題に対して，企薬が
いかに反応するかという，実践的な考察をその内容とする点が特徴である。最
後にイシュー・マネジメント論（I　M）は，社会的感応性論カ雅会闘題に対す
る反応力の養成に力点を置いていたのに対し，その社会的感応性をどのように
組織化するかに焦点を当てている。つまり，社会問題を識別，分析，適切な反
応をする活動を組織内に内部化させることにある。
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　本稿では上記3つの説の検討を通して，企業の杜会成果評価のための尺度開
発の基礎を構築することをその目的としている。
2．企業の社会的責任論
　2－r　従来の概念
　企業の社会的責任論（以下，社会的責任論とする）に関する研究は，1950年
代に始まり，1970年代なかばにかけて多くの研究成果が発表されている。その
背景としては次のような点が挙げられる［Buchholz，1987，p，20］。
　①企業は，単なる生産活動を超えて責任をもつべきであるという認識の広
　　まり。
　②企業は，株主よりもさらに広い利害関係者に対して奉仕すべきであると
　　いう認識の広まり。
　③企業は市場における取引と無関係な方法でもって社会と関係していかな
　　ければならない。つまり，非市場単位を考慮に入れる必要性の高まり。
　④企業を，単なる一経済機関として捉えていた時代に支配的な伝統的経済
　　価値よりも，さらに広い人間の価値に対して企業が奉仕をしていく必要性
　　を説く議論の高まり。
　杜会的責任論に関する従来の概念では，企業が法律を遵守しているか，また，
その経済的効率が最大限であるか，などが議論の焦点になっていた。すなわち，
法の下で生産力を極限にまで高め，効果的な経済パフォーマンスを実現するこ
とで株主への配当を生み出すこと綱土会的責任とされていた。
　以下では，社会的責任論に関する従来の概念をSethi（1975），Carrol1（1979）
そしてWartick　a皿d　Cochran（ユ985）によって検討する。
2－1－1　Sethiの見解
Sethiは，CSPを分析する上での枠組みとして，3段階モデル（A　Three－
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State　Schema　for　C1assifyi㎎Corporate　Behavior）を提唱している。3段階モデ
ルとは，第1段階の「社会的義務」（Socia1Ob1igati㎝），第2段塵の「社会的
責任」，そして第3段階の「杜会的感応性」から構成されている［Sethi，1975，
pp．60－64］。また，Sethiのモデルでは，8つの企業行動の次元において，そ
れぞれの段階の特徴カ竜されている。
　8つの企業行動の次元とは，①企業活動の正当性を決定する基準，②企業活
動について倫理的規範，③企業活動に対する社会会計責任，④戦略の実行，⑤
社会的圧力に対する反応，⑥政府の行動に関運する活動，⑦立法的そして政治
的な活動，そして⑧企業のフィランソロピJ1〕である。
　まず，第1段階の「杜会的義務」では，企業活動の正当性を決定する基準は，
その経済性と法的遵守にある［Sethi，1975，p．60］。
　「経済性」とは，企業が経済主体，詳述すれば利潤追求活動体という特別な
目的をもつ制度体としての活動を遂行することに他ならない。そして，その目
的は，当該活動を通して利潤を挙げ，株主に配当という形で還元することにあ
る。
　　「法的違守」とは，企業活動が当該企業の属している社会システムによって
課せられた法的制約の中で遂行されることを意味している。
　Sethiによれば，「社会的義務」の段階では，企業行動には，次のような特徴
がみられる　［Sethi，1975，p，63］。
　①企業活動の正当性を決定する基準
　企業活動の正当性は，法的そして経済的基準によってのみ決定される。すな
わち王企業は法律を犯してはならない。また，企業は，社会的期待の充足を利
潤追求活動の遂行によって実現する。
　②企業活動についての倫理的規範
　経営者は，自らの倫理的基準に照らして行動するように期待されている。し
たがらて，企業としての檎理的規範は存在しない。
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　③企業活動に対する社会会計責任
　企業は，社会会計責任を株主に限定するものとして狭義に解釈する。また，
企業は外部に対してその特権を執働に守る。
　④　載略の実行
　企業は，搾取的ないしは防衡的な姿勢で問題に適応しようとする。また，企
業は，コストをできるだけ外部化しようとする。
　⑤杜会的圧力に対する反応
　企業は，公共問題に対して低姿勢を維持するが，攻撃をされた場合には，P
Rを使い，当該企業のパブリック・イメージを高めるよう行動する。また，企
業は，当該企業に対して指摘されたいかなる欠陥をも否定し，公共の不満を，
彼らの企業の機能についての無知や理解不足によるものとして非難する。情報
の開示については，企業は，法的に必要であると認められた場合にのみ情報を
開示する。
　⑥政府の行動に関連する活動
　企業は，基本的に当該企業についてのいかなる規制にも強固に反対する。し
かし，企業が自己の市場地位を守る必要のある場合などは例外である。また企
業は，政府との接触を避け乱そして，情報開示に関しても，企業は，法的に
必要とされる以上の情報の要求にはそれを拒否する姿勢をとる。
　⑦立法的そして政治的な活動
　企業は，現状維持に努める。企業は以前に外部化されたコストを内部化させ
るような法律に積極的に反対する。企業は，ロビー活動を秘密にしておく。
　⑧企業のフィランソロピー活動
　企業は，当該企業に対して直接的な利益が明白であるとされる場合にのみ寄
付活動を行う。さもなければ，企業は，寄付活動を従業員個人の責任であると
みなす。
　Sethiは，企業活動の正当性を決定するにあたり，伝統的な法的・経済的墓
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準は必要条件であるが，決して十分条件にはなりえないとしている。
　2－1－2　Cmo11の見解
　Carro1lは，CSPを3つの側面から構成されている概念として理解している
［Carrol1．1979，pp．497－505］。それらは，「社会的責任」，「社会問題」（Social
Issue），「社会的感応性」の3側面である。
　r社会的責任」は4つに分類される。すなわち，①経済的責任（Economic
Resp㎝sibi1ities），②法的責任（Legal　Responsibi1ities），③倫理的責任（Ethi－
cal　Responsibi1ities），そして④自由裁量的責任（Discreti㎝ary　Resp㎝si－
bilities）である［Ca。。oll，1979，p．499］。ここでは，①と②について解説を加
える。
　まず「経済的責任」は，企業の社会的責任の中で最初に位置付けられ糺し
たがって，企業は，社会の中で最も基本的な経済単位となる。その責任内容は，
社会が要求する製晶やサービスを生産し，利益をつけて販売することにある。
　そして，責任範囲の拡大を考慮するさいにも，この「経済的責任」がつねに
基本になり，その上にさまざまな責任が加えられる。
　「法的責任」は，「経済的責任」の次に位置付けられる。社会は，企業に対
して経済活動を「社会的契約」（S㏄ia1C㎝tract）の部分的履行として認めてい
る。しかし，社会はさらに種々の法律を定め，規制を設定し，その下で経済活
動が遂行されるよう期待している。
　Carro1lのCSPモデルの特徴の一つは，社会的責任について，その範囲を明
示した点にある。そして，「社会的責任」を構成する4つの責任が個別的に発
生するのではなく，すべてが同時に履行される必要がある点が強調されている
［Carroll，1979，p，500］。すなわち，「経済的責任」は「法的責任」と同時に
充たされるべき責任であるということができる。
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　2－1－3　W邊㎞‘k3ndω㎞3皿の見解
　Wartick　and　Cochranは，「社会的責任」，「社会的感応性」そして「社会問
題管理」（Social　Issues　Management）の3つの要素から構成されるCSPモデル
を提唱している［Wartick　and　Cochran，1985，pp．758－769］。
　Wart／ck　and　Cochranによれば，「社会的責任」の概念は，次の2つの基本
的前提に基づいている［Wartick　and　Cochran，1985，p．759］。
　（1）ビジネスには「社会的契約」が存在する。
　ビジネスは，社会の意志の下に存在す乱したがって，その行動と運営方法
は，社会で定められたガイドラインの中に置かれることになる。そのガイドラ
インとなるものが「社会的契約」であり，ビジネスと社会で交わされた権利と
義務についての暗黙のセットである。
　（2）ビジネスは，社会の中で「モラル・工一ジェント」（MoralAg㎝t）とし
　　て行動する。
　企業は，社会の価値を反映レたり，強化する存在であ飢したがって，企業
は「モラル・工一ジェント」としての条件に適合し，社会の価値に一致する方
法で行動しなければならない。
　Wartick　and　Cochranによれば，「社会的契約」と「モラル・工一ジェント」
という2つの前提をもつ「社会的責任」は，その貴任範囲の視点から「経済的
責任」（Economic　Resp㎝sibility）と「公共的責任」（Public　Responsibi1ity）と
いう2種類の説による批判を受けている［WaれickandCochran，1985，p－
759］。ここでは「経済的責任」について解説を加える。
　　「経済的責任」では，フリードマンに代表されるように，企業の唯一の杜会
的責任は，一定のルールの下で利潤の最大化を図ることにある。そして唯一の
利害関係者は株主であり，その株主の唯一の関心事は，投資に対する配当であ
る［Friedman，1970，p．33］。したがって，もし企業が利潤をフィランソロ
ピー活動に当てるとするならば，当該企業は，本来支払われるべき株主への配
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当や従業員への賃金の一部を搾取したことになってしまう。また，企業はモラ
ル・工一ジェントになることはできず，個人のみが倫理的責任をもつことがで
きる。すなわち「経済的責任」では，収益性をいかに改善していくかが唯一の
社会的に責任のあるビジネス活動となる［Wartick　and　Cochran，1985，p．
760］。
　しかし「経済的責任」は，企業の責任範囲をあまりにも限定しすぎたために，
企業と社会の関係を説明する能力としては，かなり低いものとなってしまった。
Wartick　and　Cochranによれば，「経済的責任」には，次のような問題点があ
るという　［Wartick　and　C㏄hran，1985，P．760］。
　まず第1に，「経済的責任」は，企業に対して実践的な示唆を与えることが
できない。例えば，「経済的責任」にのみ執着する経営者は，当該企業を政府
のさまざまな規制の標的にさらしてしまう危険を冒すことになりかねない。も
し種々の規制によって，当該企業の活動に制限が加えられたとするならば，そ
の株主は，配当の形で影響を被ることとなろう。
　第2に，「経済的責任」は，その考え方が標棲する市場システムにおいて，
「市場の失敗」（Market　Fa山res）が存在することを無視している。すなわち，
企業カ靴会に及ぼす副次的効果一欠陥商晶や公害等一は，あらかじめ市場
システムの中に織り込まれることはない。したがって，「経済的責任」という
考え方は，極めて限定されたものであり，今日的な状況に適応するのは困難で
ある。
　このように，「経済的責任」が社会的責任論の唯一のものであるという認識
は，極めて非現実的である。しかし，「経済的責任」は不必要な概念ではなく，
社会的存在としての企業にとって充たすべき必要条件にすぎない。
2－i－4　問題点の指摘
このように，従来の概念では，伝統的な経済・法的基準による企業の正当性
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の測定を主張してきた。しかし，企業を単なる経済活動体として把握すること
が資本主義社会における大企業体制では不十分であるという批判を受け，その
理論的隈界を露呈している。つまり，現代の企業活動は，経済的責任を社会的
責任の唯一のものであるという認識を完全に超えている。例えば，ロビー活動
を通しての政治への接近を挙げることができよう。積極的に政治に介入するこ
とで，さまざまな規制（re馴1ati㎝）を回避することが可能となるのである。加
えて，企業内へ目を向けてみると従業員の健康管理や職場での安金性の問題を
考慮に入れる必要性が出てきた。
　社会的責任論を経済性遣求以外の目的として擁護する論者の根拠としては，
次のようにまとめることができよう［Buchholz，1987，pp，20－21］。
　①企業は自己の利益というものを，長期的なしかも啓蒙された視点でもっ
　　て考える必要がある。つまり，自己のためにもよりよい環境をつくるため
　　に積極的に社会聞題解決に貢献する。
　②企業は，社会的責任を担った活動を行うことで，よりよいパブリック・
　　イメージを構築できる。
　③企業は，杜会問題が立法化される前に，当該間題に対する解決策を講ず
　　ることができれば，政府の規制を回避することができる。
　④企業は，社会問題解決に有効な多くの資源を内包している。
　⑤社会問題の多くは，ビジネス・チャンスに変ることがある。
　⑥企業には，自らが創出したり，あるいは永続させてきた社会問題を社会
　　に置き去りにするのではなく，積極的にその解決に協力する倫理的義務が
　　ある。
　2－2　新しい概念
上記の根拠は，とりもなおさず従来の概念の限界を提示しているが，このよ
うな限界を受けて，社会的責任論は，その責任範囲の拡大を余儀なくされてい
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る。この点に関して，Jonesは、社会的責任を次のように定義している。
　　　社会的責任は，企業が株主のみならず社会のさまざまな利害関係者に対
　　しても義務をもつという考え方であり，法律や組合協約などに規定された
　　ものにとどまらないDones，1980，pp．59－60］。
J㎝esはこの定義のなかで，まず義務（obligati㎝）が法律や組合協約のよう
な強制力をもったものによってなされるのではなく，あくまでも自発的（vo1・
mtarily）になされる点を強調している。次に義務がその客体としての株主を
超えて，広く顧客（customers），従業員（employees），供給者（suppliers）そし
て地域コミュニティヘと拡がっている点を重要視している口㎝es，1980，p．
60］。
　以上のように，責任範囲の拡大という視点に留意しつつ，各論者の見解を検
討するのが本節での目的である。
　ここでも，Sethi（1975），Carrol1（1979）そしてWartick　and　Cochran
（1985）によって考察をすすめる。
2－2－1　Sethiの見解
　Sethiの3段階モデルでは，第2段階の「社会的責任」が新しい概念に相当
する。「社会的責任」の段階では，企業はr社会的義務」の段階より一歩進ん
で，社会の期待を充たすべく活動を行うよう要請されている。したがって，企
業が変転する社会的期待に適応できなければ，当該企業は，批判されることに
なる［Sethi，1975，p，62］。
　Sethiの指摘によれば〔Sethi，1975，p七62］，「社会的責任」は，企業行動に
ついての浸透している社会的規範や価値，そして期待に調和するレベルにまで
企業行動を導くことを意味している。また「社会的責任」は，一般的な企業行
動に革新的な変化を必要とするものではなく，事前的なステップである。それ
は，新たな社会的期待が法的要件に成文化される前に，企薬がその期待を先取
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りして適応することである。したがって，企業がその期待に適応できれば，企
業は，より高い次元で社会的規範に調和することができ，その正当性をより低
いコストで獲得できる。
　つまり，「社会的義務」の概念が，禁止的（proscriptive）な性格をもつのに
対して，「社会的責任」の概念は，規範的（prescriptive）な性格をもつといえ
る［Sethi，1975，p．63］。
　①企業活動の正当性を決定する基準
　企業は，企業活動の正当性を決定する基準として，法的そして経済的基準の
みでは，現実の企業活動に照らした場合，限界があるという事実を受け入れる。
企業は，企業の業績と社会的役割を測定するより広範な　　法的・経済的以外
の一基準を積極的に考慮し，受け入れる。
　②企業活動についての倫理的規範
　企薬は，地域社会に関連した視点一例えば，「良き企業市民」一から規
範を定義づける。また企業は，当該企業の経済的な利益に悪影響を及ぼす可能
性のある場合，浸透している社会的規範（多数派の見解）に反するような場合
のある間題に対して，道徳的な立場をとることを避ける。
　③企業活動に対する社会会計責任
　企業は，社会会計責任を法律上の目的に沿うよう狭義に解釈する。しかし，
その責任範囲は拡がり，企業活動により影響を受ける団体も含める。経営陣は，
より外界へ向く姿勢をとる。
　④戦略の実行
　企業は，反応的姿勢で問題に適応しようとする。企業は，確認できる範囲内
で以前外部化したコストを内部化する。企業は，物理的そして社会的環境にっ
いての現行基準を守る。また企業は，明確な法的根拠がない場合でさえ，公害
の他，企業の関連した活動の犠牲者に対して補償をする。企業は，産業レベル
の基準を開発する。
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　⑤社会的圧力に対する反応
　企業は，現行の問題を解決するための責任を受け入れ㍍企業は，以前の活
動に欠陥があったことを認め，現行の活動カ社会的規範に合致するものである
ことを公衆に説得するよう試みる。企業はさまざまな批判に対して懐柔的な態
度をとる。情報の開示に関して，企業は第一段階のr社会的義務」よりは，自
由度が増している。
　⑥政府の行動に関連する活動
　企業は意思決定において，最高経営幹都の自由裁量度を保つ。しかし企業は，
産業レベルの基準を改善する研究においては，政府と協力する。また企業は，
政治プロセスに参加し，従業員にも同様のことを奨励する。
　⑦立法的そして政治的な活動
　企業は，よりよい環境のための法律制定へ向けて，外部団体と積極的に行動
をする。また，企業は現行法において変更の必要性を認める。「社会的義務」
の段階よりも，ロビー活動における秘密性は少ない。
　⑧企業のフィランソロピー活動
　企業は，論争の余地のない，制度として確立したものに寄付活動をする。ま
た企業は，従業員の寄付活動を支援する。
　2－2－2　C㎝ro11の見解
　Car．o11の「社会的責任」の4分類のうち，③倫理的責任，④自由裁量的責
任が新しい概念にあたる。
　「倫理的責任」は，「経済的責任」，「法的責任」に続くものである。これら
2つの責任にも倫理上の規範は含まれているが，「倫理的責任」は，必ずしも
法律に成文化されてはいないけれども，社会のメンバーから期待される追加的
な企業行動が存在するというものである。つまり，「倫理的責任」は，社会が
企業に対して法的要件の上に，あるいはそれを超えてもつ責任であるというこ
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とができる［Carroll，1979，p．500］。
　次に「自由裁量的責任」は，社会が企業に対して具体的なメッセージとして
もつに至っていない問題についての責任である。問題として顕在化していない
ものに対しての「責任」であるので，「自由裁量的責任」を履行するかどうか
は，まったくの個人的な判断や選択に任されている。
　「自由裁量的責任」には企業のボランティア活動一寄付活動，慢性失業者
（hard㏄re　unemp1oyed）を訓練して杜会復帰を図ったり，働く母親のために昼
間保育所（day－care　centers）を供給するなど一が含まれる。したがって，企
業がそのような活動に参加しないとしても，当該企業が本来的に非倫理的であ
るとして非難されることはない£CarroH，1979，p．500］。
　Carro1lの「社会的責任」の4分類を図示すると図一1のようになる。
　Carrollの分類による「倫理的責任」と「自由裁量的責任」が，社会的責任
図一1　Carrollの「社会的責任」のカテゴリー
「白由裁量的責任」
「倫理的責任」
「凄的責仔・」
「経．済的責任」
［Carrol1，　19？9，　P．499］
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論の中で今日的な問題となっている。というのも，「経済的責任」や「法的責
任」はその成果（performance）を測定するのが比較的容易であったからである。
しかし，「倫理的責任」や「自由裁量的責任」は，その測定が困難であるばか
りか，尺度自体に客観性が乏しいという問題が存在する。つまり，何が倫理的
（ethica1）で，何が非倫理的（methica1）なのか，についての基準が必要となる。
　2－2－3　Wa曲k2nd　C㏄㎞㎝の見解
　Wartick　and　Cochranは，企業の「公共的責任」を社会的責任論に関する比
較的最近の視点であるとしながらも，そのルーツは次のような考え方に求める
ことができるとしている　［Wartick　and　Cochran，1985，p．760，Levitt，ユ958，
p．49］。すなわち，企業は，政府の本来的機能を認識し，政府にそれを取り組
ませる。しかし，政府が直接，企業そのものに介入した場合には，企業は政府
と戦うことになる。したがって，企業は，企業が福祉のより物質的な側面を扱
うことができるように，政府に一般的福祉の側面を扱わせるように仕向けなけ
ればならない。
　しかし，このように責任を峻別して提える考え方は，従来の社会的責任論の
枠組みに含まれてしまう。新しい社会的責任論では，企業と社会は相互浸透シ
ステム（Interpenetrati㎎Syst㎝s）であり，このシステムは、市場プロセス
（Market　Process）と公共政策ブロセス（Public　Policy　Process）を通して連結
している［Wartick　and　Cochran，1985，p．761］。
　「公共的責任」は，企業による次の2種類の社会関与（Socia1Involvement）
を認識することで生まれた概念である［Wartick　and　Cochra皿，1985，p．761L
　第1の関与（Primary　Involve伽ent）とは，企業の必然的な経済活動を指して
いる。
　第2の関与（Seco皿daryImolvement）とは，企業の経済活動の結果として起
る影響を指している。
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　市場プロセスは，第ユの関与に関連して企業に方向憧を与えるが，公共政策
プロセスは，第2の関与に方向性を与える。したがって，企業には2つの責任
が存在することになる。すなわち，それらは，（1〕市場に対する責任と，（2〕公共
政策プロセスに対する責任である。「公共的責任」はミクロ・マクロ的考察を
統合した志向に墓づいている〔Wartick　and　Cochran，1985，p．761］。
　「公共的責任」では，公共政策は“公共政策は法律と同じである”とした伝
統的な概念における理解を超えている。「公共的責任」では，公共政策は，次
のように定義されている。
　公共政策は，社会全体，あるいはその主要部分に対して幅広い意味をもつ行
動を方向づけ，統制するための広く共有され，一般的に認められた原則をいう
［Preston　and　Post，1975，p．56，Wartick　and　Cochran，1985，p，761］。この
ように，公共政策を広義に解釈するならば，企業の「公共的貢任」では，経営
者をして積極的に公共政策プロセスに参加させることが重要となる［Wartick
and　Cochran，　1985，　p．761］。
　しかし「公共的責任」は，「公共政策」の定義づけいかんによっては，「社会
的責任」と同義語になる可能性がある。もしr公共政策」を狭義に解釈するな
らば，それは，政府の規制といった法的展開を意味することになる。したがっ
て，この解釈では，企業の公共政策プロセスヘの参加といった意味はなくなる。
ところが，「公芙政策」を広義に解釈するならば，あらゆる環境上の変化は，
公共政策として含まれることになる。したがって，公共政策プロセスは，変転
する社会状態を体現する主要な社会メカニズムとなる。すなわち，政策の展開
と社会的変化との問には違いはなく，「公共的責任」と「社会的責任」は同義
語になってしまう　［Wartick　and　Cochran，1985，p．761］。
　Wartlck　and　Cochranは，「公共的責任」が新しい社会的責任論を代替する
ものとしては，その定義上の間題において多くの欠陥があることを指摘した。
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　2－2－4　問題点の指摘
　新しい社会的責任論の概念は，従来の概念である法律遵守と経済性の追求か
ら一歩進んで，責任の範囲を拡大しようとするものであった。それには，責任
を果たすべき対象の規定が問題となり，株主以外の利害関係者を考慮に入れる
ようになった。そして責任の内容にも焦点が当てられるようになり，責任の分
類をする論者も現われた。
　社会的責任に関する研究は，責任の内容を検討し，分類を行ったという点で
は一定の貢献をしている。しかし責任内容が明確化されたとはいえ，社会的責
任についての論議は企業に対して規範的考察以上の示唆を与えることはできな
かった。その点で，社会的責任論は「企業と社会」に対する哲学的考察を行っ
たということができる。
　他方において，Wartick　and　Cochranの指摘［Wartick　and　Cochran，1985，
pp，761－762］にもあるように，企業の公共政策プロセスヘの参加が社会的責
任として位置付けられている。これは，企業が政府のさまざまな規制や規制緩
和策の策定プロセスに参画して，当該企業環境にとって有利になるような方向
を追求するだけではない。さらに企業は，さまざまな社会問題の解決が公共の
利益になるという視点から，その解決のための公共政策のプロセスに参加する
よう要請されているのである。
　社会的責任は，その責任範囲の拡大というプロセスを経て，ますます複雑な
概念になりつつあ乱したがって，社会的責任についての定義上の問題が重要
課題となるが，現実には，社会的責任論は企業に対して実践的なインプリケー
ションを求める方向に展開していく。
3．企業の社会的感応性論
　社会的責任論では，企業は社会的存在であることを認めた。しかし「責任」
の内容を検討する段階で，客観的な尺度を設定するのが極めて困難な点に直面
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した。このため杜会的責任論の研究者は，企業活動を規範的・静態的に考察す
ることに終始した。また，その分析対象が「社会」であったために，実践的な
立場から「企業」に示唆を与えることはできなかった。
　そこで，1970年代の初めには，「企業と社会」の関係をより実践的・動態的
に考察しようという視点から，「企業の社会的感応性」（以下，社会的感応性と
する）という概念が提唱されるに至った。以下では，Sethi（1975），Carroll
（1979），Wartick　and　Cochran（1985）の見解を順次検討する。
　3一「　Se伽の見解
　Sethiは，「杜会的感応性」を企業行動の3段階モデルでの3段階目，すなわ
ち最終段階として位置付けている［Sethi，1975，pp．62－64］。Sethiによれば，
公害や製晶が関連した損害の被害者に対して，迅遠かつ公平な賠償の支払いや，
購入した製品から満足のいくサービスが得られるよう保証するなどの行動が，
企業の成果と社会の期待との溝を埋めることになる。しかし，そのような社会
に対する短期的な適応行動は，常に存在する。「社会的感応性」において，よ
り重要なことは，企業がいかに社会的圧カに反応すべきかではなくて，ダイナ
ミックな社会システムの中で企業の長期的な役割は何かということである
［Sethi，1975，PP．62－63］。
　Sethiはこれらの活動を「社会的感応性」と呼び，社会的責任に関する活動
が規範的な性格をもつのに対し，「社会的感応性」に関連する活動は予期的
（anticipatory），予防的（preventive）な性格をもつとしている［Sethi，1975，
PP．63－64］。
　Seth1の3段階モデルにおける「社会的感応性」は次のような特徴をもつ
［Sethi，1975，P．63］。
　①企業活動の正当性を決定する基準
　企業活動の正当性あるいはその役割は，社会によって規定される。すなわち
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企業は，変化に対して従属的になる。また，企業は自己の利潤遣求活動体とし
ての重要性を認めつつも，社会から要求される他の基準（例えば，社会問題解
決活動体としての企業）をも満たす必要性を認識す㍍
②企業自体の倫理的規範
　公共の関心が集まる諸問題について，企業は明確な立場をとる。また企業の
直接的な利益や浸透している社会的規範に悪影響を及ほすとされる場合にも，
企業は，自ら制度として設定した倫理的規範を主張する。
　③企業活動に対する社会会計責任
　企業は，社会会計責任範囲を当該企業の活動によって直接的な影響を受けな
いとされる他の団体にまで拡げ土それらの団体に積極的に当該企業の活動内容
を報告する。
　④戦略の実行
　率先して環境保護装置の薪しい技術の開発と適応を行う。企業活動の副作用
を査定し，前もってそれを除去する。将来の社会変化を予期し，それらの変化
を首尾よく処理するべく内部構造を開発する。企業は，将来発生する可能性の
ある社会問題に対して予防的な活動を行うといった，事前活動的性格をもつ。
　⑤社会的圧力に対する反応
　企業は，自発的に他の団体と活動について議論する。公衆が自由に情報を利
用できるように情報の開示を行う。企業は，意思決定の段階で外部団体からの
公式，非公式なインプットを受け入れる。企業は積極的にそのさまざまな活動
についての社会的な評価を受ける。
　⑥政府の行動に関違する活動
　企業は，オープンに政府とのコミュニケーションをもつ。企業は，政府が現
行法を執行し，商憤行に関しての正当な評価を下す施策を開発する際に，支援
をする。企業は政府の活動に対して，それが公共の利益に反すると考えられる
場合には公に反対する。
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　⑦立法的そして政治的な活動
　企業は，政治に干渉することを避け，特殊利益をもたらす法律に関与しない。
企業は，適切な場合には，よりよい法律の制定の際に立法府の手助けを行う。
企業は，政府や企業のロビー活動において，誠実さと公開性を促進させる。
　⑧企業のフィランソロピー活動
　企業は，社会的責任の履行に加えて，その二一ズが未だ実現されておらず，
またその二一ズがますます重要なものとなりつつある団体に対し，寄付を含め
た支援を行う。
　社会的感応性論では，企業は，将来社会で発生する変化に対して先手を打つ
よう要請されている。したがって，企業のもつ反応力が問題とされるのである。
これまで企業は，生産活動によるプラスの効果にのみ注視してきた。プラスの
効果とぱ，良質の製品やサービスを廉価で提供するといったことである。しか
し企業がもたらす効果には，マイナス面も存在する。
　例えば，企業は，生産活動に関する技術には莫大な資金を投入してきた。そ
の反風企業から，あるいは購買後の顧客から出される廃棄物について，企業
はその対策を怠ってきたという経緯を想起することができる。また，自動車
メーカーが生産活動や販売活動に奔走している裏では，渋滞や車庫不足の問題
が発生していた。しかし，企業がその対策を事前に講じていなかったために，
逆にその間題が販売高に影響を与えるといった事態に進展している。
　本来，社会問題は公共性をもつために，政府がその対策にあたるのが通常で
あった。しかし，社会問題がめぐりめぐって企業の経済活動を脅かすことが明
白になると，企業は，社会問題に介入せざるをえなくなる。企業はそのような
社会問題を受け入れ，処理していく能力を開発していく必要性に迫られている。
3－2　Ca皿o1lの見解
Carrollは社会的感応性を，「反応なし（do　nothi㎎）」から「積極的な反応
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（do　much）」までの一つの連続体としてとらえている［Carro11．！979，p．501］。
またCarrollはCSPの概念的枠組みを開発する際に，社会的責任の範醸を分
類するだけではなく，それらの責任が問題とされる個々の社会間題やトピック
を確認する必要があるとしている。
　まず，企業が扱う社会問題を確認することが重要になる。ここでいう社会問
題とは，例えば，製品の安全性（product　safety），業務上の安全性（o㏄upa－
tionalsafety），コンシューマリズム，雇用上の差別（emp1oymentdiscrimina・
ti㎝），環境間題などである。
　これらの諸問題は，時代とともにその重要性が変化する。したがって企業は，
当該企業にとってどの社会問題が重要になる。かを見極める必要がある。しかし
ここで注意すべき点は，特定の杜会問題が企業に及ぼす影響は，当該企業が属
している業界に依存するということである。環境問題を例にとって考えてみる
と，石油会杜と銀行では，同じ環境問題でも扱い方が異なってくる。製造業と
保険業界では，リサイクル問題に対する取り組みは製造業の方が熱心である。
D0
図一2　Carrouの社会的感応性のプロセス
抵　抗　　　　　　防　衛　　　　　　適　応
NOTHING
　［Carro11．　1979，P．502コ
予　防
D0
MUCH
Carrol1はまた，社会的感応性を次の4つのプロセス（図一2）に分けて分析
している［Carrol1．1979，p，502］。すなわち，
①抵抗（Reacti㎝）：企業は，発生した社会問題の責任の所在が企業に
　　　　　　はないことを主張する。
②防衡（Defense）；企業は，要求されたことのみを行う。
③遼応（A㏄㎝㎜odati㎝）：企業は，社会問題の責任を積極的に解明す
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　　　　　　る。
　④予防（P・oaction）：企業は，顕在化した社会問題だけではなく，潜在
　　　　　　的な社会問題に対して，その防止策を事前に講ずる。
である。
　具体的に，ここではA　T（オートマチック）車の暴走事故に対する自動車
メーカーの姿勢を事例に考えてみる。①は，企業が事故と故障との因果関係を
否定し丁運転手の操作ミスを含めて，責任は企業にはないことを主張する。②
は，企業が原因は自動車にあるという批判を否定することはせずに，調査を要
求された場合には，それを行う。③は，企業が積極的に原因の究明を行う。そ
して原因が自動車にあった場合に、企業はその回収ならびに修理を迅速に行い，
結果を広く公表する。④は，企業がAT車の特性から，発生する可能性の高い
事故に対して，事前に防止策を講ずる。例えば，そのような防止策を機能的に
付け加えるとか，広報活動によって消費者に浸透させることなどが考えられる。
　3－3　Wa池k　a皿d　C㏄㎞副nの見解
　WartickandCochranよれば，社会的感応性に関するこれまでの研究は，
社会的責任論と比較した場含に，その実践的な側面のみを指摘してきた
［Wartick　and　Cochran，1985，p．762］。つまり，社会的感応性論の擁護者は，
社会的感応性を社会的責任よりも到達可能な目的であると認識しており，それ
こそが，社会的責任論が社会的感応性論に代替された原因であるとしている。
　Wartick　and　Cochra皿は，社会的感応性についての関心事は概念の有用牲に
はなく，むしろ考察すべきは社会的感応性論カ推会的責任論の有効な代替物と
なりうるか，という点にあるとしている。つまり，社会的感応性を経営に取り
入れた場合に，企業の社会関与（Corporate　Social　Involvem㎝t）において何が
失われ，何が得られるのかを明らかにする必要がある。
　Wartick　and　Cochmは，この問いに次のように答えている［Wartick　and
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Cochran，　1985，　p．763］。
　第1に，社会的責任論桐土会的感応性論に置き換えられることで，企業が企
業倫理や社会的に無責任な行為についての考慮を怠るか，少なくとも重きを置
かなくなることが考えられる。
　社会的責任論は，基本的な倫理上の真実（F㎜damentalEthicalTruths）を決
定するよう試みるが，社会的感応性は，浸透している社会的規範（Prevailing
Socia1Norms）に左右される傾向がある。しかし，社会的責任論に対する批判
の多くにあるように，企業活動の倫理的研究は，経験的に実証可能な，実用性
のある結果を提示することは困難である。また，有効な倫理的分析がなされた
としても，企業の社会的感応性がその倫理的研究結果の満足いくレベルを維持
できるかどうかには疑問カ畷る。
　第2に，社会的感応性は，企業目的と社会目的の関係について，継続的な評
価を必要としない。もし社会的責任論の考え方がなければ，企業には自己の処
理能力以上の需要が残されることになる。そうなれば結果として，社会的感応
性には多くの擁護者が必要と主張している予防的，あるいは事前活動的な性格
は望むべくもなく，むしろ反動的な性格が強くなる。
　第3に，企業の中には社会的感応度の高いものも存在するし，低いものもあ
る。しかし，ここで重要なのは，感応度の高い企業が必ずしも責任ある企業と
はいえないことである。
　ここでも自動車メーカーを例に考えてみよう。自動車メーカーの社会的責任
は，安全な自動車を生産することである。当該自動車メーカーは，欠陥車を販
売したときは，いつでも迅遠に反応をする。つまり即座に問題の車種を回収す
るのである。現実に，この自動車メーカーは，欠陥車を販売してしまい，リ
コールせざるをえなくなった。
　この場合，当該自動車メーカーは，社会的責任論と社会的感応性論の視点か
らどのような評価をされるのだろうか。杜会的賞任論の立場から評価すると，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　251
　102　　　　　　　　　　　　　　早稲田商学第354号
当該自動車メーカーは，社会的責任を履行していないことになる。しかし，杜
会的感応性論の立場からすると，当該自動車メーカーは感応度が高いという評
価になる。つまり，社会的感応性の議論では，社会問題が発生した場合に，そ
の原因究明よりも事後処理に焦点が当てられている。換言すれば，社会的感応
度の高い企業は，事後処理能力の高い企業となる。
　3－4　問題点の指摘
　社会自勺感応性の議論は，社会的責任論が規範的考察に傾倒しすぎたために，
企業の立場に立った実践的要講により導入された。そこでは，社会的責任論に
おいて盛んに研究されていた価値（Value）や定義の問題から逃避し，研究上の
焦点は，専ら感応憧を高める点に置かれた。そして感応性を高めるにあたって，
どのような組織構造が必要か，あるいはそのための資源は何かという点が考慮
されている。
　社会的感応性という概念が導入されたことで，企業における社会問題の位置
付けが変化してきた。すなわち，企業にとって社会問題は，当該問題が発生し
たのちに対処するというよりはむしろ，そのような問題が発生しないように予
防する対象となる。また，それは発生が回避できないと予測される場合に，事
前に企業が対策を講ずる対象である。したがって，企業は自己の活動に影響を
与える杜会問題に対して，その解決策あるいは解決に役立つような活動の必要
性を認識することになる。
　しかし，社会的感応性の議論にはいくつかの問題点が考えられ乱第1に，
社会的感応性は，その実践的な性格を標祷していたにもかかわらず，その具体
的な運営方法までを論じることができなかった。この点は，社会的感応性をダ
イナミックな社会システムにおける企業の長期的な役割の明確化である，とし
たSethiの指摘［Sethi，I975，p．63］にもあるように，企業が対応する社会
問題を識別（identiication），分析（amlysis）するプロセスが反応行動を起こ
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す前段階として考慮される必要があ乱これはイシュー・マネジメント論とし
て次章で考察する。
　第2に，社会的感応性の議論は，一見，社会的責任論の弱点を補ってきたか
のように見える。しかし，前述したように社会的責任論における定義上の問題
は依然として残されている。この定義上の問題を克服することで社会的感応性
の実践佳はより高められ私本来，社会的責任論と社会的感応性論は峻別でき
るものではなく，補完的な関係にある。
4．イシュー・マネジメント論とCSP
　社会的感応健論では，企業の感応性を高めることに焦点を合わせている。し
かし，それにもまして重要な課題は，企業に重大な影響を及ぼすと思われる
「社会問題」とは何かをまず識別することであろう。そして，当該社会問題が
どのような展開をみせ，どのような影響を企業に与えるのかを評価するプロセ
スの検討が次に必要となろう。残されたそれらの諸課題は，イシュー・マネジ
メント論（IM）として考察される。
4－1　CSPにおけるイシュー・マネジメント論（l　M）の位置付け
　環境の不確実憧が高まるにつれて，企業が直面する社会問題は，その「種
類」と「量」の両側面において，増加の一途を辿ることになる。そこで企業は，
効果的な反応行動を起こすために，その対象となる社会問題を個別的に分析す
る必要性に迫られた。なぜならば，企業の業務レベルで社会問題が処理できな
くなると，当該問題は，規制やある種の社会的制約に進展し，戦略レベルにお
いて，ビジネス計画の目標達戚に重大な影響を及ぼすことになるからである
［Marx，1986，p，141］o
　I　Mは，このような背景から1980年代に登場した議論である。
　企業が積極的に公共政策プロセスに参加する必要性は，社会的責任論におい
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ても触れられてはきたが，I　Mは，社会問題を企業の視点からどのように管理
していくかという点に着目している。
　I　Mの定義については，論者によりまちまちであるが，一般的には次のよう
に定義付けられている。
　　　l　Mは，企業に著しい影響を与えるであろう社会的・政治的間題を識
　　別（1dentify），評価（evaluate），反応（respond）するプロセスである
　　［Wartick　and　Rude，1986，p．ユ24］。
　類型的には，I　Mは，公共間題管理（Public　Issues　Management），社会問題
管理（SocialIssuesManagement）そして戦略的問題管理（Strate或cIssues
Manage㎜ent）に分類することができる。しかし，I　Mにおいて強調されてい
る点は，識別（Identi丘cati㎝），評価（Evaluation）そして反応力の開発（Re－
sponseDevelopment）の3段階プロセスにある［WartickandRude，1986，p．
124］。またこのプロセスは，上記3つの問題管理のいずれについても共通に存
在する。
　I　Mの目的については，次の2つを挙げることができる［Wartick　and　Rude，
1986，　p，124］。
　第1に，I　Mの目的は，激変する企業環境から発生するさまざまな「驚き
（surprises）」を最小限に止めることにある。すなわち，企業環境に潜在的に
存在するさまざまな脅威や機会の発生に対して，I　Mは早期の警告システム
（an　early　wami㎎systeln）として使用される。I　Mは，ある問題が過去にど
のように展開したかを分析し，企業に対して，当該問題の重要性を評価する。
　第2に，I　Mは，それを導入することにより，企業に特定問題に対してさら
にシステマティックで効果的な反応を促すことができる。つまり，ひとたび特
定の問題が分析されると，I　Mは，企業内外の対立する要求を処理するために
代替反応を作りだすのである。
　このように，1Mは，社会的責任論から社会的感応性論へと論議が移行した
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CSPに新たな一石を投じることになった。すなわち，社会的感応性を高める
という視点は，その対象となる社会問題の管理いかんにかかってくるのである。
したがってCSPからみると，I　Mは，社会的感応性の論議をより具体性を
もって展開しているといえよう。I　MがCSPに加わったことで，CSPは「企
業と社会」の関係を分析する手法としてさらに精綴化されてきた。これを，簡
略化すると以下のようになる〔2〕。
CSP＝社会的責任論（CSRユ）十社会的感応性論（CSR2）十I　M
　これまでの考察から，社会的責任論，杜会的感応性論そしてI　Mにおける相
違点は表一1のようにまとめることができる。
表一1　CSP1，CSR2そしてI　Mの相違点
社会的責任議 社会的感応性論 I　M
主要動機 倫理的 実践的 載略的
分析単位 社　　会 企　　業 企　　業
焦　　　点 目　　的 手　　段 管　　理
強調する点 義　務 反　　応 個別反応
企業の役割 モラル・工一ジェント 製晶とサービスの生産者 社会政策関与者
意恩決定計画 長　　期 中・短期 申・長期
問　題　点 客観性の欠如 運営方法の欠如 目的の一貫性の欠如
工W虹tIck茗皿d　C⑪chrm，19君5，p術6］をカ□筆修正
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4－2　1Mと社会問題ライフ・サイクル
　I　Mが対象とするさまざまな社会問題は，それぞれにライフ・サイクルを
もっている。すなわち，ある社会問題が発生し，それが政府の規制や法律の施
行といった形での解決を見た場合に，その時点を当該社会問題の収束とみなす
のである。これは，「社会問題ライフ・サイクル（PublicIssuesLifeCycle）」
と呼ばれているものである［Marx，1986，p．143］。
　Marxによれば，社会間題ライフ・サイクルには4つの段階があり，それら
は，①社会の期待（Socia1E．pectati㎝），②政治問題化（Political　Issue），③法
表一2　社会問題ライフ・サイクル
段階 第1段階 第2段階 第3段階 第4段階
社会問題 社会の期待 政治間題化 法律の制定 社会的規制
環境保護 1963年 1968年 ユ971年 排出基準，汚染
R，Carson著E．McCa・thy上環境保護庁の設 に対する罰金，
『沈黙の春』 院議員の大統領 置 製品のリコール
で問題提起 選でのキャン 環境上の許認可
ぺ一ン 体制
エネルギー 1973隼 アメリカのOP ユ975年 CAFE（メーカ
保護 アラブの石油 EC依存に関すエネルギー政策 一別燃費規制）
輸出禁止 る外交政策論争 と保護に関する 基準を越えた製
法律 造業者に罰金
職場における 1970年 ／970年 労働安全衛生局 工場の調査を実
安全性 アメリカの労働 Wmiams－Steiger 施，違反の場合
環境の調査 法 は罰金
雇用保証 1980年 198ユ年 一 一海外からの輸入 自主的輸入規制
増大
工Marx，］986，p．145コから抜粋
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律の制定（Le藪slati㎝）そして④社会的規制（Social　Contro1）である［Marx，
1986，P，144］。
　Marxは，社会間題のライフ・サイクルを表一2のように表してい私
　いま例えば環境保護問題について，そのライフ・サイクルをみてみよ㌔ま
ず，第1段階として，環境保護に対して企業はより大きな責任を果たすべきだ
という社会の期待が高まってきた。その契機となったのが，R．Carson著の
『沈黙の春（Silent　Spri㎎）」という書物であった。次に第2段階に入り，この
ような環境問題への関心が，凪McCarthy上院議員の大統領選でのキャンペー
ンの間に政治間題化した。それ以後まもなくして，それらの政治間題は，新し
い環境についての立法措置という形で次々に具体化されている。これが第3段
階である。最後に第4段階に入り，製品のリコールや汚染に対する罰金措置，
そして新製品や新規投資に対する許認可手続が，環境を保護するための杜会的
規制メカニズムとなる［Marx，ユ986，p．144］。
　I　Mは，このような社会問題ライフ・サイクルの各段階において，当該社会
問題を評価し，適切な反応行動を起こす必要がある。その具体例として，雇用
保証という社会問題に対してGM（General　Mot⑪rs）がどのような反応行動を
とったのかをみてみよう［Marx，ユ986，pp，144－145］。
　「雇用保証」は，1980年に日本からの輸入車が急増した際に，杜会問題と
なってあらわれた。それが1981年になると，「雇用保証」という社会問題は，
自主的に輸入を制限するという政治的闘題に変化したω。このままの状態が続
くならば，やがて第3段階に突入する可能性もある。そうなれば，産業政策や
ローカル・コンテント，あるいは工場閉鎖についての申請が立法化されること
にな私しかし，この段階であれば，当該社会問題は，企業の長期的なビジネ
ス計画を通して効果的に処理できた。
　自動車業界は，よりよい雇用保証に対する社会的期待の高まりを，なんとか
その戦略的計画の中に組み込もうと試みていた。そして1982年と1984年には，
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全米自動車労組（United　Auto　Workers）との間に雇用保証についての協定が
交わされた。これらの協定には，訓練や失業手当のプログラムを拡張したり，
「雇用機会銀行」Oob　Opport㎜ity　Bank）を創設し，レイオフされた労働者が
再雇用されるまでの賃金の支払いを継続することなどが含まれていた。
　しかし，雇用保証という社会問題とビジネス計画の統合を，GMはサター
ン・プロジェクトによって首尾よく遂行しようとしたのである。サターン・プ
ロジェクトとは，アメリカで小型車を製造する新しい計画であ私そこでは，
時聞給の従業員を，直接に新規の生産設備や設備のレイアウト，就業規則そし
て国際競争にさらされているにもかかわらず，雇用保証のために必要とされる
従業員の職階制度（Employee　Classi丘cation　Systems）の設計にたずさわらせて
いるのである。G　Mでは，雇用保証の問題は国際市場競争を戦い抜く上の競争
戦略として不可欠なものと判断したのである。もし，G　Mが雇用保証と国際競
争力を，社会問題と戦略上の問題のように別個のものとして処理しようとした
ならば，GMは，その両方ともを失う運命になろう。すなわち，GMは社会問
題も戦略上の間題も解決できなかったであろうω。
　4－3　Set㎞，Cam11，W蛆仇k　md　C㏄㎞㎝のCSPモデルにおける特徴
　SethiのCSPモデルは，r社会的義務」，「杜会的責任」そして「社会的感応
性」から構成されている。そして当該モデルは，それぞれに固有の企業姿勢を
もつ段階モデルとして位置付けられる。図一3は，これを簡略化したものであ
る。
　Sethiのモデルは，CSPを分析する有効な枠組みとして提示された最初のも
のである。このモデルの特徴は，CSPが進化論的に捉えられている点に求め
られる。すなわち，このモデルでは，第3段階の「社会的感応牲」こそが高度
な社会的要求に対してとられる企業姿勢である。したがって，社会からの要求
が高度化するにつれて，CSPの内容は拡がっていくのである。
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図一3　SethiのCSPモデルの概念図
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図一4　Carro1！のCSPモデルの概念図
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　　　　　コン＾■マ環境簡題　差場1』問題製晶の安金符　紫樗上の　　練　主
　　　　　りズム　　　　　　　　　　　　　　　安全惰
　　　　　　　　　　　　　　　　社会間題
［C目rroll，　1979，　P．503］
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　Carrollのモデルは，「社会的責任」，「社会問題」そして「社会的感応性」の
3側面から構成されている。そして「社会的責任」は，その範囲を明示し，
「社会間題」は，責任をもつべき対象となる社会聞題を明確化している。さら
に「社会的感応性」は，明確化された社会間題に対する反応プロセスを構築し
ている。
　Carro1lのモデルは，Sethiのモデルにはみられなかった対象の明確化を行っ
ている。これにより，CSPは実践的性格を強めることになった。このモデル
の特徴は，CSPを段階論的に捉えるのではなく，「社会的責任」，「社会問題」
そして「社会的感応性」という3つの側面の統合体として位置付けている点に
求められる（図一4，図一5）。すなわち，3つの側面がそれぞれに役割をも
ち，個別レベルでの成果をみることができる。他方において，これは各側面に
ついての定義の明確化という問題を残しており，それが可能となれば，Car－
rollのモデルはさらに精綴化されると思われる。
　最後に，Wartick　and　Cochranのモデルを検討する。このモデルは，「社会
的責任」，「社会的感応性」そして「社会問題管理」の3側面から構成されてい
る。
　Wartick　and　Cochranのモデルは，基本的にはCarro1lのCSPモデルを拡張
したものである。しかしこのモデルでは，Carrollのモデルにおいてみられた
「社会間題」の明確化という視点を，「管理」というレベルにまで高度化させ，
「社会間題管理」としてCSPに統合させている点に特徴がある。
　また，本モデルにおいても，CSPを構成する3つの側面は個別的に役割が
認識されている。すなわち「社会的責任」は，CSPに対して原則的なアプ
ローチを行い，「社会的感応性」はプロセス的，そして「社会問題管理」は，
政策的なアプローチを行っている［Wartick　and　Cochran，1985，p．767］。
　Wartick　and　CochranのCSPモデルは，「社会間題管理」というI　Mを取り
入れたことで，CarroHのモデルに，より具体性をもたせるという貢献をした
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表一3　W航ick　and　C㏄hranのCSPモデル
11工
原　　則 プロセス 政　　策
社会的責任 社会的感応性 社会問題管理
（ユ〕経済的 ω抵抗的 （1〕問題の識別
（2〕法的 ／2）防衛的 （2〕問題の分析
（3〕倫理的 13）適応的 （3〕反応力の關発
14〕自由裁量的 ｛4）予防的
狙　　い 狙　　い 狙　　い
（ユ〕ビジネスの社会的契約 11）変化する社会状況に反 （1）「驚き」を最小限度に
応する能力 する
（2〕モラル・工一ジェント ／2）反応力を開発するため （2）効果的な企業の社会政
としてのビジネス のマネジリアル・アプ 策を決定する
ローチ
原理志向 制度志向 組織志向
［W榊10k茗nd　C㏄hran，1985，P767］
（表一3）。しかしながら，「社会的責任」に関する定義上の問題は，本モデル
に至っても未解決のままである。したがって，CSPについての今後の研究課
題は，「社会的責任」についての定義づけにあるといえよう。
　4－4　グローバル企業へのインプリケーション
　CSPは，企業が社会に対してどのような成果をもたらしているかを測定し
ようとする考え方である。換言すれば，当該社会にとって，企業の存在理由は，
何かを明らかにするものである。
　本稿では，Sethi．Cam11，W盆rtick　a皿d　CochranのCSPモデルを検討してき
たが，それらのモデルにはグローバルな視点は組み込まれていない。すなわち，
現在のCSPモデルは，国内的な視野に留まってい乱
　グローバル企業のCSPというものを考えた場合，それは現在のCSPモデル
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よりも複雑なものになろうことは必至である。例えば，利害関係者ひとつとっ
てみても，グローバル経営における利害関係者は，「量」的に増加するという
よりはむしろ「質」的に異なる同じ集団の重層関係として捉えなくてはならな
いであろう。つまり，全世界的に共通の二一ズをもった消費者を頂点として，
少しずつ二一ズに違いのある消費者が裾野を形成しているといった形で消費者
というものを考えることが必要であろう。
　したがって，消費者に対するグローバル企業の成果とは，共通化できる二一
ズのみを反映したものではなく，共通化できない個別の二一ズ，さらには当該
企業・産業の製品を購入しない消費者の二一ズにも対応することで，多元的に
達成される。
　再び自動車メーカーに当てはめて考えると，自動車メーカーには，製品開発
に際して，国別特性のあまりない共通化できる二一ズのみならず，各国の道路
事情といったインフラストラクチャーに規定された個別二一ズ，さらには環境
問題の視点から，自動車を購入しない消費者の二一ズまでも反映されるような
体制が必要となる。
　また，グローバル企業のCSPは，段階的に捉えることが可能である。すな
わち，企業のグローバル化の各段階においてCSPは発生するという考え方で
ある。例えば，本国での活動段階におけるCSPと現地化の段階でのCSPとで
は，その内容には大きな違いが存在するであろう。これは，本国社会とホスト
国社会では，その要求する成果に違いがあることによる。
　Robins㎝によれば，グローバル企業のP　A活動では，本国と海外における
多面的な環境に企業がよりよく調和していけるように，企業戦略を適切に調整
する機能が重要となる［Robins㎝，1984，p，308］。CSPにおいて論じられる
「社会」もまた多様な側面をもつ環境である。したがって，そのような「杜会」
に企業が調和していく活動は，社会が要求する成果に他ならない。
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5．　むすびにかえて
　本稿では，CSPに関する諸理論を検討した。そこでは，主としてSethi，Car．
ro11，Wartick　and　CochranのCSPモデルに依拠しながら，社会的責任論，社
会的感応性論そしてイシュー・マネジメント論の3説を順次，比較検討するこ
とにより，問題点の指摘を行った。
　CSPは，I　Mの導入により，さらに精綴化されてきている。しかし，CSP
における重大な問題点は「社会的責任論」における定義に関する研究が疎かに
なっていることである。この場合，「定義」というのは，目的一手段の関係で
みると「目的」に当たる。すなわち，感応性を高めるにせよ，社会問題を個別
的に管理するにせよ，その目的は「社会的責任」の履行にある。
　したがって，「社会的責任」が明確に規定されなければ，その手段がいかに
開発されようとも，CSPとしては不十分である。またCSPの尺度を設定する
といった作業も困難になろう。
　CSPは，r企業と社会」の関係を分析する手段としては，極めて有効である
と考えられる。それは，r社会成果」という概念を用いて，社会が企業に対し
てどのような活動を要求としてもっているかを歴史的に明らかにしようとする
試みである。すなわち，CSPは，企業の社会対応能力の高度化に寄与すべく
P　A活動の対象の具体化に努めている。したがって，CSPは，P　A研究のサ
ブ・フィールドとして位置付けられる。
　しかしながら，CSPはその議論の展開が極めて抽象的であり，本稿におい
てもその点は払拭されていない。また，論理展開の上からも，検討すべき点は
いまだ山積していると考えられる。これらの点は，今後の研究課題としたい。
激1〕フイランソロビー（Phi1呂nthropy）1p舳ein（tolove）と固皿thropos（manki皿d）を含成したギリ
　シャ藷のphila杣ropiaに由来する英語で，一般的に人類愛，博愛、慈善を意味する竈日本では，
　企業の文化支援活動である「メセナ」とともに企業の社会貢献活動一般を指す。また，フィラン
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　　ソロピーはそもそも個人の概念であるため，企業にあてはめる場合は，企業フィランソロピーと
　呼んでいる。この箇所では，寄付活動に限定して使用されている。
（2〕Fr巳derlckは，「社会的責任論」（Corporate　Social　Resp㎝slbllity），「社会的感応性」（Corporate
　S㏄i盆／Resp㎝siΨeness）をその頭’文字からそれぞれ，CSRl，CSR2と呼んでいる。詳しくは次の論
　文を参照されたい。F．ede．ick，WmiamC（1986〕，’一TowardCSR3＝WhyEthlcalAnalysisls
　Indispen彗able　and　Umvoidable　m　Corporate　Affalrs’，C螂吻舳伽吻伽g酬酬ば舳一〃、Winter，pp－
　126一ユ41
　　　また，Fr豊derickは同論文において、CSR2のあとに来る概念としてCSR3一一「社会的公正」
　　（Corporate　Soc咽1Rect1tude）　を提喝している。これは，企業に関する悶題を処理するには，
　倫理的な分析が不可欠となるというものである。
（3〕実際には，日本側の自主輸出規制という形になった。
（4〕この事例はあくまでも，G　Mカ詳土会間題の解決を死活問題として捉えたという点において提示
　　したものである竈最近のG　Mの凋落ぶりから考察すると，「サターン計画」自体が1OO％成功する
　かどうかは予断を許さない。しかしながら，本稿は，昨今の社会聞題の企藁に与える多大な影響
　　に鑑み，その解決が競争戦略と同等，ないしはそれ以上の重要性をもつ点を主張した。
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